
京 都 大 学 通 則 新 旧 対 照 表 

改 正 前 改 正 後
（前 略） 

第２０条 教育上有益と認めるときは、当該学部の定

めるところにより、他の大学又は短期大学と協議の

うえ、学生に、その科目を履修することを許可する

ことがある。 

２ 教育上有益と認めるときは、当該学部の定めると

ころにより、外国の大学又は短期大学と協議のうえ、

学生に、休学することなく当該外国の大学又は短期

大学に留学し、その科目を履修することを許可する

ことがある。 

３ 教育上有益と認めるときは、当該学部の定めると

ころにより、学生に、外国の大学又は短期大学が行

う通信教育における授業科目を我が国において履修

することを許可することがある。 

 

 

 

 

 

４ 前３項の規定により履修した科目について修得し

た単位は、当該学部の定めるところにより、６０単

位を超えない範囲で、本学における科目の履修によ

り修得したものとみなすことができる。 

第２１条 教育上有益と認めるときは、当該学部の定

めるところにより、学生が行う短期大学又は高等専

門学校の専攻科における学修その他文部科学大臣が

定める学修を、本学における科目の履修とみなし、

単位を与えることができる。 

２ 前項の規定により与えることができる単位数は、

前条第４項の規定により修得したものとみなす単位

数と合わせて６０単位を超えないものとする。 

第２２条 教育上有益と認めるときは、当該学部の定

めるところにより、学生が本学に入学する前に大学

又は短期大学において履修した科目について修得し

た単位（大学設置基準（昭和３１年文部省令第２８

号）第３１条に定める科目等履修生として修得した

単位を含む。）を、本学に入学した後の本学における

科目の履修により修得したものとみなすことができ

る。 
２ 教育上有益と認めるときは、当該学部の定めると

ころにより、学生が本学に入学する前に行つた前条

第１項に規定する学修を、本学における科目の学修

とみなし、単位を与えることができる。 
３ 前２項の規定により修得したものとみなし、又は

与えることができる単位数は、編入学、転学等の場

合を除き、本学において修得した単位以外のものに

ついては、第２０条第４項の規定により修得したも

のとみなす単位数及び前条第１項の規定により与え

ることができる単位数と合わせて６０単位を超えな

いものとする。 

 

第２０条  

 

 

 

２ 

 

 

 

 

３ 

 

 

 

４ 第２項に定めるもののほか、教育上有益と認める

ときは、当該学部の定めるところにより、審査のう

え、学生に、休学し、又は休学することなく外国の

大学又は短期大学に留学し、その科目を履修するこ

とを許可することがある。 

５ 前各項の規定により履修した科目について修得し

た単位は、当該学部の定めるところにより、６０単

位を超えない範囲で、本学における科目の履修によ

り修得したものとみなすことができる。 

第２１条 （同 左） 

 

 

 

 

２ 前項の規定により与えることができる単位数は、

前条第５項の規定により修得したものとみなす単位

数と合わせて６０単位を超えないものとする。 

第２２条 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

３ 前２項の規定により修得したものとみなし、又は

与えることができる単位数は、編入学、転学等の場

合を除き、本学において修得した単位以外のものに

ついては、第２０条第５項の規定により修得したも

のとみなす単位数及び前条第１項の規定により与え

ることができる単位数と合わせて６０単位を超えな

いものとする。 

（同 左） 

（同 左） 



改 正 前 改 正 後
４ （略） 

 （中 略） 

第４５条 教育上有益と認めるときは、当該研究科の

定めるところにより、他の大学と協議のうえ、学生

に、当該他の大学の大学院の科目を履修することを

許可することがある。 

２ 教育上有益と認めるときは、当該研究科の定める

ところにより、外国の大学と協議のうえ、学生に、

休学することなく当該外国の大学の大学院に留学

し、その科目を履修することを許可することがある。

３ 教育上有益と認めるときは、当該研究科の定める

ところにより、学生に、外国の大学の大学院が行う

通信教育における授業科目を我が国において履修す

ることを許可することがある。 

 

 

 

 

 

４ 前３項の規定により履修した科目について修得し

た単位は、当該研究科の定めるところにより、１０

単位を超えない範囲で、本学大学院における科目の

履修により修得したものとみなすことができる。 

 （中 略） 

第５３条の８ 教育上有益と認めるときは、当該研究

科又は教育部の定めるところにより、他の大学と協

議のうえ、学生に、当該他の大学の大学院の科目を

履修することを許可することがある。 
２ 教育上有益と認めるときは、当該研究科又は教育

部の定めるところにより、外国の大学と協議のうえ、

学生に、休学することなく当該外国の大学の大学院

に留学し、その科目を履修することを許可すること

がある。 
 
 
 
 
 
３ 前２項の規定により履修した科目について修得し

た単位は、当該研究科又は教育部の定めるところに

より、医学研究科、公共政策教育部又は経営管理教

育部にあつてはその修了要件として定める単位数の

２分の１を超えない範囲で、法学研究科にあつては

３０単位を超えない範囲で、当該専門職大学院又は

法科大学院（以下「専門職大学院等」という。）にお

ける科目の履修により修得したものとみなすことが

できる。ただし、法学研究科において、９３単位を

超える単位の修得を修了の要件とする場合は、その

超える部分の単位数に限り３０単位を超えてみなす

ことができる。 
第５３条の９ 教育上有益と認めるときは、当該研究

科又は教育部の定めるところにより、学生が当該専

４ （同 左） 

 

第４５条 

 

 

 

２ 

 

 

 

３ 

 

 

 

４ 第２項に定めるもののほか、教育上有益と認める

ときは、当該研究科の定めるところにより、審査の

うえ、学生に、休学し、又は休学することなく外国

の大学の大学院に留学し、その科目を履修すること

を許可することがある。 

５ 前各項の規定により履修した科目について修得し

た単位は、当該研究科の定めるところにより、１０

単位を超えない範囲で、本学大学院における科目の

履修により修得したものとみなすことができる。 

 

第５３条の８ 

 

 

 
２ 
 
 
 
 
３ 前項に定めるもののほか、教育上有益と認めると

きは、当該研究科又は教育部の定めるところにより、

審査のうえ、学生に、休学し、又は休学することな

く外国の大学の大学院に留学し、その科目を履修す

ることを許可することがある。 
４ 前３項の規定により履修した科目について修得し

た単位は、当該研究科又は教育部の定めるところに

より、医学研究科、公共政策教育部又は経営管理教

育部にあつてはその修了要件として定める単位数の

２分の１を超えない範囲で、法学研究科にあつては

３０単位を超えない範囲で、当該専門職大学院又は

法科大学院（以下「専門職大学院等」という。）にお

ける科目の履修により修得したものとみなすことが

できる。ただし、法学研究科において、９３単位を

超える単位の修得を修了の要件とする場合は、その

超える部分の単位数に限り３０単位を超えてみなす

ことができる。 
第５３条の９ （同 左） 

 

（同 左） 

（同 左） 



改 正 前 改 正 後
門職大学院等に入学する前に大学院において履修し

た科目について修得した単位（大学院設置基準第１

５条において準用する大学設置基準第３１条に定め

る科目等履修生として修得した単位を含む。）を、当

該専門職大学院等に入学した後の当該専門職大学院

等における科目の履修により修得したものとみなす

ことができる。 

２ 前項の規定により修得したものとみなすことがで

きる単位数は、転学等の場合を除き、当該専門職大

学院等において修得した単位以外のものについて

は、前条第３項の規定により修得したものとみなす

単位数と合わせて、医学研究科、公共政策教育部又

は経営管理教育部にあつてはその修了要件として定

める単位数の２分の１を超えないものとし、法学研

究科にあつては３０単位（前条第３項ただし書の規

定により３０単位を超えてみなす単位を除く。）を超

えないものとする。 

 （中 略） 

第５３条の１４ 第５３条の１２第２項に定めるもの

のうち、法学研究科の定めるところにより、当該法

科大学院において必要とされる法学の基礎的な学識

を有すると認める者（以下本条において「法学既修

者」という。）に関しては、在学期間については１年

を超えない範囲で当該法科大学院の課程に在学し、

単位については３０単位を超えない範囲で当該法科

大学院が認める単位を修得したものとみなすことが

できる。ただし、法学研究科において、９３単位を

超える単位の修得を修了の要件とする場合は、その

超える部分の単位数に限り３０単位を超えてみなす

ことができる。 

２ 前項の規定により法学既修者について在学したも

のとみなすことのできる期間は、前条の規定により

在学したものとみなす期間と合わせて１年を超えな

いものとする。 

３ 第１項の規定により法学既修者について修得した

ものとみなすことのできる単位数（第１項ただし書

の規定により３０単位を超えてみなす単位を除く。）

は、第５３条の８第３項及び第５３条の９第１項の

規定により修得したものとみなす単位数と合わせて

３０単位（第５３条の８第３項ただし書の規定によ

り３０単位を超えてみなす単位を除く。）を超えない

ものとする。 

 （後 略） 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項の規定により修得したものとみなすことがで

きる単位数は、転学等の場合を除き、当該専門職大

学院等において修得した単位以外のものについて

は、前条第４項の規定により修得したものとみなす

単位数と合わせて、医学研究科、公共政策教育部又

は経営管理教育部にあつてはその修了要件として定

める単位数の２分の１を超えないものとし、法学研

究科にあつては３０単位（前条第４項ただし書の規

定により３０単位を超えてみなす単位を除く。）を超

えないものとする。 

 

第５３条の１４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

３ 第１項の規定により法学既修者について修得した

ものとみなすことのできる単位数（第１項ただし書

の規定により３０単位を超えてみなす単位を除く。）

は、第５３条の８第４項及び第５３条の９第１項の

規定により修得したものとみなす単位数と合わせて

３０単位（第５３条の８第４項ただし書の規定によ

り３０単位を超えてみなす単位を除く。）を超えない

ものとする。 

 

附 則 
 この規程は、平成２５年１２月１日から施行する。

     

（同 左） 


